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るために必要な範囲内で、市場機能の発揮が求められている。
　このことは、前述のいずれの党の文書も公有制を主体とする経済を採用す























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（38）ILO. Global Wage Report 2008/09 Minimum wages and collective bargain-
ing: Towards policy coherence.pp.33
（39）ILO. Global Wage Report 2010/11 Wage policies in times of crisis.pp.54
























（57）日本銀行 （「欧米諸国における所得政策」 調査月報 3 月号 （1974） 6 - 7 頁） の分
類によれば、①話合い方式とは、政府が全面に出ることなく労使が主体となって自















（64）Michael Ellman(1989). SOCIALIST PLANNING.Second edition: Cambridge 
University Press,pp.188
（65）改革開放前に実施されていた賃金等級制度は、一般的に、最も低い等級の 1 級
と最も高い等級の 8 級との賃金差は 3 倍前後だった。例えば、1956年の北京石景山
鉄鋼工場では時間給制の月額賃金は一級が38元、八級が113.6元と2.99倍となって



































社、1995）第 1 章 導論（常凱執筆）18頁。
（83）常主編・前掲注（82）第 2 章労権保障（常凱執筆）63頁。
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益を代表するものとして位置付けられ（中華人民共和国工会法 2 条 2 項）、上級工











（名古屋大学出版会、第 3 版、2012）第 5 章164-200頁が詳しい。

































主義公有制、即ち全民所有制と労働大衆の集団所有制である。」（ 6 条 1 項前段）、
「国家は社会主義初級段階において、公有制を主体とし、多様な所有制経済の共同




























（133）「82年憲法」第 1 条第 1 項は、「中華人民共和国は労働者階級が領導し、労農同
盟を基礎とする人民民主主義独裁の社会主義国家である。」と規定している。





















































678　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察（森下）　6789
においては、まだ自主性、民主性を有する労働組合となっていない状況にあるとし
ている。
（153）戴秋娟『中国の労働事情』（㈶社会経済生産性本部生産性労働情報センター、
2009年）16-17頁参照。
（154）原語：集体合同規定（労働和社会保障部令第22号（2005））。集体合同と日本に
おける労働協約とは、協約の効力発生の要件として行政部門の審査・同意が要求さ
れている等、異なる部分もあるが、本稿では「労働協約」と訳すこととする。
（155）原語：工資集体協商試行弁法（労働和社会保障部令第 9 号（2000））。中国で
は、労働協約の前段階としての労使交渉を「団体交渉」ではなく「集体協商」と呼
称している。「集体協商」は、争議権保障はなく、労使間の対抗的色彩が薄められ
協調的色彩が強いといった差異があるものの、その内容及び機能は団体交渉のそ
れと類似している。よって、本稿ではわかりやすさという観点も踏まえ、「集体協
商」を「団体交渉」と訳して使用することとしたい。したがって、日本労働法にお
ける「団体交渉」とは性質が全ての点で同じというわけではないことに注意が必要
である。
（156）香川（前掲注（149）33頁）は、賃金決定への工会の関わり方について、「工会
トップは経営側と従業員側とのパイプ役で経営の決定に協力するよう従業員を誘導
する。これは団体交渉と言えるのであろうか。労使協議に近いのではないか。した
がって団体交渉（集体協商）が法制上認められているが、今後団体交渉、さらに労
働協約によって労働条件を設定することがどの程度普及するかが疑問である。」と
述べている。
（157）馮文君（常凱主編『労動法』（高等教育出版社、2011）第10章工資法351-353
頁）は、現在の中国における賃金の性質は、かなり複雑であって一概には言えない
としつつ、「第一に、賃金は労働力価値の貨幣表現」であり、「第二に、賃金は社会
分配の一種の仲介形式である」として、当該二つの性質はそのときどきの歴史や経
済要素によって、重点が変わると解し、中国の賃金には、市場経済的な賃金と社会
主義的な賃金という二つの性質が並存していることを示唆している。
（158）毛里（前掲注（27）11頁）は、対象の変化が激しすぎる場合、かえって「変わ
らない部分」に着目した方が本質に迫れるようであるとの見解を示している。
